
在籍型出向等支援の取組等について

令和４年９月

経済産業省 関東経済産業局



関東経済産業局について

○関東経済産業局は経済産業省の地方ブロック機関であり、広域関東圏 （１都１０県＝茨城県、

栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、静岡県）を行
政区域としています。
○当局では、この地域で活躍されている企業、消費者、大学、自治体、関係機関等の皆様に対して、
中小企業対策、新規創業の促進、技術開発支援、環境・リサイクル対策、エネルギー対策、消費者
相談等、様々な経済産業政策の実施に取り組んでいます。

【最寄駅からのアクセス】
・「さいたま新都心」駅 下車徒歩約5分 JR京浜東北線、宇都宮・高崎線
・「北与野」駅 下車 徒歩10分 JR埼京線

所在地 ：〒330-9715 埼玉県さいたま市中央区新都心１－１
ホームページ ： http://www.kanto.meti.go.jp/
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⚫ 関東経済産業局は、各都県、労働局、公益財団法人産業雇用安定センター等と連
携し、「広域関東de人材シェア！」ポータルサイトにおいて、在籍型出向の周知等を
実施（令和4年度のポータルサイトは、令和4年5月23日に再開）。

⚫ これまでに、本ポータルサイトから合計31件（391名）のマッチングが成立。 (令和
４年８月１日時点）

⚫ 送出企業は、宿泊業、飲食店、旅行業を中心としたサービス業が半数以上を占めてい
る一方、受入れ業種は、製造業、サービス業を中心に多岐にわたっている。

「広域関東de人材シェア！」の支援スキーム

１．人材シェアマッチング事業（広域関東de人材シェア！）について

「広域関東de人材シェア！」ＵＲＬ
https://kanto-share.meti.go.jp/
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【参考】在籍型出向とは

⚫ 在籍型出向は、出向元企業と出向先企業との間の出向契約によって、労働者が出向

元企業と出向先企業の双方から雇用され、一定期間継続して勤務することをいいます。
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▼ 在籍型出向“基本がわかる”ハンドブックPDF版（厚生労働省ホームページ）

▼『在籍型出向』解説動画 （厚生労働省）《YouTube動画》

出向元企業は、
従業員の雇用を守ることができるのね！

出向先企業は、
人材受入れ方法の選択肢が
広がるし、職場の活性化が期
待できるね！

従業員は、
自社ではできない経験により職業能力の向上
につながるのね！ 出典：在籍型出向支援 厚生労働省ＨＰより



【参考】令和４年度版「広域関東 de 人材シェア！」
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【参考】マッチング成立実績 ①

合計 ３１件 391名 （令和４年８月1日時点）
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1 ５名 製造業 栃木県 製造業 東京都 令和2年度

2 １名 製造業 ー 製造業 静岡県 令和2年度

3 ３名 サービス業（旅行業） 東京都 自治体（川崎市） 神奈川県 令和3年度

4 ２名 サービス業（旅行業） 大阪府 自治体（川崎市） 神奈川県 令和3年度

5 １０名 サービス業（旅行業） 大阪府 自治体（川崎市） 神奈川県 令和3年度

6 ３２名 サービス業 大阪府 小売業 神奈川県 令和3年度

7 １０名 サービス業（旅行業） 大阪府 自治体（埼玉県） 埼玉県 令和3年度

8 １０名 サービス業 大阪府 サービス業 東京都 令和3年度

9 ８名 サービス業 大阪府 製造業 東京都 令和3年度

10 ２４名 サービス業 大阪府 サービス業 東京都 令和3年度

11 １１名 サービス業 東京都 サービス業 東京都 令和3年度

12 ２名 サービス業 東京都 運輸業 東京都 令和3年度

13 ２名 サービス業 東京都 情報通信業 東京都 令和3年度

14 1名 サービス業 東京都 製造業 福岡県 令和3年度

15 ２名 宿泊業・飲食サービス業 埼玉県 学術研究、専門・技術サービス業 埼玉県 令和3年度

16 1名 サービス業 東京都 サービス業 東京都 令和3年度

成立年度人数 送出 都県名 受入 都県名



【参考】マッチング成立実績 ②
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17 ２０名 製造業 東京都 小売業 神奈川県 令和3年度

18 ２０名 サービス業 大阪府 小売業 神奈川県 令和3年度

19 3０名 サービス業 大阪府 サービス業 東京都 令和3年度

20 6名 サービス業 大阪府 サービス業 東京都 令和3年度

21 ８名 サービス業 大阪府 小売業 神奈川県 令和3年度

22 １名 宿泊業・飲食サービス業 東京都 製造業 東京都 令和3年度

23 １名 製造業 栃木県 製造業 東京都 令和3年度

24 99名 宿泊業・飲食サービス業 東京都 サービス業 東京都 令和3年度

25 ３４名 宿泊業・飲食サービス業 東京都 サービス業 東京都 令和3年度

26 1名 物品賃貸業 神奈川県 サービス業 東京都 令和3年度

27 １名 物品賃貸業 神奈川県 物品賃貸業 神奈川県 令和3年度

28 1名 小売業 東京都 サービス業 東京都 令和3年度

29 43名 サービス業 東京都 サービス業 東京都 令和3年度

30 1名 サービス業 東京都 サービス業 東京都 令和3年度

31 1名 サービス業 東京都 サービス業 東京都 令和3年度

成立年度人数 送出 都県名 受入 都県名
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【参考】マッチング企業からのコメント

■送出企業側のコメント

①宿泊業 → サービス業
・従業員の出向にあたり、産業雇用安定助成金を活用できたのは良かった。

・特に、就業地がほぼ変わらない近隣の企業へ出向できたので、従業員の負担が少なかった。

②旅行業 → サービス業
・小規模の旅行会社であるが、産業雇用安定センターの仲介で出向先が決まり感謝。
・産業雇用安定センターには継続して支援いただけるので有難い。

■受入企業側のコメント

①サービス業 ← 宿泊業
・出向者全員が業務に慣れ、大変活躍されており助かっている。
・仕事が忙しい時期に在籍型出向を活用して人員が確保できたことに感謝。

②製造業 ← 宿泊業
・初めての外部からの出向受入で不安もあったが、それを払拭するような良質な人材であった。
・追加での出向受入も検討中。

③サービス業 ← サービス業
・産業雇用安定センターの紹介で、多くの人材を出向で初めて受入れたが、出向者の質が良いことに驚いている。
出向元企業が出向についての説明会を開催するなど丁寧な意識付けを行っていることと、両社の人事部門同士
のコミュニケーションが良く取れていることが理由かと思われる。送出元企業は社員を大事にしていると感じる。
・受入側としては、人材不足をカバーでき感謝。既存の社員にも良い刺激になっている。
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【参考】製造業における在籍型出向の事例

■送出企業の業務：
外観検査、製造機械オペレー
ション等

出向期間：約８ヶ月
出向人数： 17名

■受入企業の業務：
精密組立

■送出企業の業務：
製造業に係る店頭販売

出向期間：約１年
出向人数： ５名

■受入企業の業務：
宿泊業・飲食サービス業
（精肉販売、レストラン）

■送出企業の業務：
基盤組立・検査

出向期間：約5ヶ月
出向人数： 10名

■受入企業の業務：
検品/梱包
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【参考】製造業における在籍型出向の事例

■送出企業の業務：
バスのボディ溶接

出向期間：約６ヶ月
出向人数： ３名

■受入企業の業務：
ダンプ、クレーン車のフレーム溶
接

■送出企業の業務：
航空機関連の部品製造

出向期間：約２年
出向人数： 15名

■受入企業の業務：
自動車関連部品の精密加工

■送出企業の業務：
精密部品メーカーでの生産管
理等

出向期間：約１年
出向人数： 27名

■受入企業の業務：
輸送用機器製造業での技術業
務



【参考】人材確保等への投資促進を図る税制措置（賃上げ促進税制）

⚫ 中小企業向け「賃上げ促進税制」は、青色申告書を提出している中小企業者等が、一定の要件を満たした
上で、前年度より給与等の支給額を増加させた場合、その増加額の一部を法人税(個人事業主は所得
税)から税額控除できる制度。
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【出所】中小企業向け賃上げ促進税制ご利用ハンドブック
（中小企業庁）

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/syotok
ukakudai/chinnagesokushin04gudebook.pdf
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関東経済産業局 地域経済部 社会・人材政策課
担当：佐藤、都築、窪木
電話番号：048-600-0274
E-mail：kanto-syajin@meti.go.jp

【各種お問い合わせ先】

●「広域関東de人材シェア！」ポータルサイトについて

【人材シェアマッチング事業運営事務局】

株式会社学情
電話番号：03-3593-1512
E-mail：kanto-jinzai@gakujo.ne.jp

●賃上げ促進税制について（中小企業向け）

【中小企業税制サポートセンター】
電話番号：03-6281-9821
受付時間：平日（祝日除く）9:30～12:00、13:00～17:00

●本事業全般について



（参考）経済産業省関連施策に関する情報について

⚫関東経済産業局では、経済産業省関連施策のうち、主に中堅・中小事業者の皆様が幅広
くご利用いただける支援策について、ホームページ等で関連情報をご紹介。
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新型コロナウイルス感染症対策情報 経済産業省関連施策説明動画

■令和5年度経済産業政策の重点、概算要求・税制改正要望について
https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2023/index.html
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ご静聴ありがとうございました。


